
2018/08/29 10:07:01 / 18407198_トラストホールディングス株式会社_招集通知

（証券コード3286）

平成30年９月11日

株 主 各 位

福岡市博多区博多駅南五丁目15番18号

トラストホールディングス株式会社
代表取締役社長 喜 久 田 　 匡 宏

第５期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第５期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年９月25日（火曜日）午後５時30分
までに到着するようご返送をお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年９月26日（水曜日）午前10時
２．場 所 福岡市博多区下川端町３番２号

ホテルオークラ福岡　３階　「メイフェア」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 1．第５期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

2．第５期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

剰余金の処分の件
定款一部変更の件
取締役１名選任の件
補欠監査役１名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.trust-hd.co.jp）に掲載させていた

だきます。

－ 1 －

表紙
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府・日銀による経済政策や大胆

な金融政策などを背景として、企業業績の向上や雇用環境の改善など、着実

に景気回復の兆しが見られる一方で、国際間の貿易摩擦への懸念や原油価格

の上昇など、先行きが不透明な状況が続きました。

このような状況の中、当社グループは駐車場事業の収益力向上、不動産事

業における新築マンション、販売用不動産及び駐車場小口化商品「トラスト

パートナーズ」の販売強化の他、各種新規事業の収益改善等に注力してまい

りました。なお、アミューズメント事業において創作和食店「彩然広島ＬＥ

ＣＴ店（広島市西区）」を平成30年１月末にて閉鎖、退店したことにより、

減損損失及び退店違約金等を特別損失に計上したほか、ウォーター事業にお

いて水素水ディスペンサーの販売を中止し、在庫処分等を行ったことにより、

たな卸資産処分損を特別損失に計上しております。

以上の結果、売上高14,998,889千円（前連結会計年度比14.7％減）、営業

利益709,947千円（同13.9％増）、経常利益506,755千円（同43.5％増）、親

会社株主に帰属する当期純利益は112,208千円（同158.1％増）となりました。

事業別の業績については以下のとおりであります。

＜駐車場事業＞

収益性を重視した新規駐車場開発及びタイムリーな料金改定等の既存駐車

場活性化を引き続き実施してまいりました。

また、平成29年４月に「トラストパートナーズ第５号（札幌市、北九州市、

福岡市、鹿児島市の４物件を１パッケージ化）」の完売に伴い、組成した４

物件の借上賃料計上を同月より開始しております。

－ 2 －

事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況、重要な企業再編等の状況
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以上の結果、売上高6,890,405千円（前連結会計年度比3.7％増）、営業利

益320,426千円（同44.4％減）となりました。

なお、当連結会計年度末の駐車場数は836ヶ所（前連結会計年度より76ヶ所

増）、車室数は33,287車室（同1,897車室増）となっております。

＜不動産事業＞

マンション、戸建住宅等の販売部門につきましては、新築マンション「ト

ラスト山里ヒルズ（沖縄県沖縄市、36戸）」及び「トラストネクサス速玉パ

ークレジデンス（山口県周南市、51戸）」の２棟が竣工いたしました。また、

既竣工物件である「トラストネクサス新椋野Ⅱ（山口県下関市）」の販売も

継続、合わせて89戸の引渡を実施いたしました。加えて販売用不動産の販売

にも注力、平成29年12月28日付「連結子会社における販売用不動産の売却に

関するお知らせ」にて公表いたしました販売用不動産の引渡等を実施した結

果、売上高5,468,929千円（前連結会計年度比77.8％増）、営業利益650,731

千円（同517.3％増）となりました。

また、不動産特定共同事業法に基づく駐車場小口化商品の販売部門につき

ましては、前連結会計年度に大型物件「トラストパートナーズ第５号」を売

上計上した反動もあり、減収減益とはなりましたが、販売は堅調に推移、「ト

ラストパートナーズ第６号（福岡市博多区）」、「トラストパートナーズ第

７号（宮崎県宮崎市）」、「トラストパートナーズ第８号（福岡県糟屋郡新

宮町）」及び「トラストパートナーズ第９号（山口県山口市）」が完売した

結果、売上高726,918千円（同86.1％減）、営業利益121,296千円（同69.5％

減）となりました。

以上の結果、不動産事業の売上高6,195,847千円（同25.5％減）、営業利益

772,028千円（同53.3％増）となりました。

＜ウォーター事業＞

水素水の販売を中心として行うウォーター事業につきましては、前連結会

計年度より広告戦略を転換、より効果的な広告手法を模索してまいりました

が、水素水全般に対するネガティブな報道の影響もあり、定期顧客数を伸長

させることができませんでした。このような状況のなか、平成29年11月より

天然発酵エキスを配合したパウチタイプの水素水「糸島の健酵」の販売を開

－ 3 －

事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況、重要な企業再編等の状況



2018/08/29 10:07:01 / 18407198_トラストホールディングス株式会社_招集通知

始する等、新規顧客の獲得を図ってまいりました。

以上の結果、売上高518,035千円（前連結会計年度比55.0％減）、営業損失

27,008千円（前連結会計年度は85,528千円の営業損失）となりました。

＜アミューズメント事業＞

アミューズメント事業につきましては、温浴施設「那珂川清滝（福岡県筑

紫郡那珂川町）」、「和楽の湯　下関せいりゅう（山口県下関市）」及びゴ

ルフ練習場「カスタネット倶楽部水巻（福岡県遠賀郡水巻町）」の既存施設

における来場者数が伸び悩む中、各種サービス内容の見直し等を実施、収益

の確保に注力してまいりました。

また、平成29年７月にオープンいたしました「彩然広島ＬＥＣＴ店」につ

きましては、来店者数が計画を大きく下回り、収益改善の目途が立たなかっ

たことから、平成30年１月末をもって閉鎖いたしました。

以上の結果、売上高710,521千円（前連結会計年度比3.7％減）、営業損失

70,547千円（前連結会計年度は94,771千円の営業損失）となりました。

＜メディカルサービス事業＞

メディカルサービス事業につきましては、「介護老人保健施設みやこ」及

び「福岡信和病院」の賃貸収入等により概ね堅調に推移する一方で、貸倒引

当金の積み増しを実施いたしました。

以上の結果、売上高188,036千円（前連結会計年度比0.9％減）、営業損失

6,593千円（前連結会計年度は6,945千円の営業損失）となりました。

＜ＲＶ事業＞

ＲＶ事業につきましては、引き続き販売体制の構築に注力してまいりまし

たが、受注状況に改善の兆しが見え始めてはいるものの、当連結会計年度に

おいては、販売台数を伸ばすことができませんでした。

また、製造原価の低減に本格的に着手、生産工程の見直し及び材料費削減

に取り組んでまいりました。

以上の結果、売上高246,852千円（前連結会計年度比22.1％減）、営業損失

191,267千円（前連結会計年度は149,391千円の営業損失）となりました。

－ 4 －

事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況、重要な企業再編等の状況
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＜その他事業＞

その他事業につきましては、警備事業等の既存事業の拡張に加え、新規事

業の早期収益化に向けスキンケア商品「ミニュール」の顧客拡大、エコ関連

商品の販売等に注力してまいりました。

以上の結果、売上高249,190千円（前連結会計年度比9.0％増）、営業損失

94,974千円（前連結会計年度は153,716千円の営業損失）となりました。

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資の総額はリース資産を含み526,253千円であり、

その主なものは、駐車場事業における精算機等の駐車場設備244,232千円、不

動産事業におけるマンション販売に係るモデルルーム設備86,915千円、アミ

ューズメント事業における新店舗内装工事72,735千円、メディカルサービス

事業における介護老人保健施設の設備工事34,287千円であります。

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度は、トラストパーク㈱にて複数の長期借入金を集約するた

め、既存の長期借入金合計180,990千円を返済し、借換資金280,000千円を長

期借入金として、金融機関から資金調達を行いました。また、メディカルサ

ービス事業における介護老人保健施設の設備工事等の資金39,000千円を長期

借入金として、金融機関から資金調達を行っております。

(4) 重要な企業再編等の状況

　平成30年６月15日付で、子会社であるトラスト不動産開発株式会社が保有

する子会社（孫会社）トラストネットワーク株式会社及び株式会社和楽の全

株式を現物配当により取得し、当社の直接子会社とする組織再編を実施いた

しました。

－ 5 －

事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況、重要な企業再編等の状況
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(5) 財産及び損益の状況の推移

　企業集団の財産及び損益の状況 （単位：千円）

区　分
第２期

(平成27年６月期)
第３期

(平成28年６月期)
第４期

(平成29年６月期)

第５期
(当連結会計年度)
(平成30年６月期)

売 上 高 12,596,521 14,028,955 17,584,020 14,998,889

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )

△225,351 △11,173 353,219 506,755

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

△246,601 △113,366 43,468 112,208

1株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失(△)

△52円08銭 △23円73銭 9円08銭 23円42銭

総 資 産 17,134,796 18,240,040 12,917,543 11,428,151

純 資 産 833,793 638,608 606,855 639,099

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均株

式数に基づいて算出しております。また、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株

式は連結貸借対照表において自己株式に計上しているため、期中平均株式数から控除

しております。

２．第３期（平成28年６月期）より、連結子会社による資金貸付における損益の表示方法

の変更を行っております。そのため、第２期（平成27年６月期）の数値については、

遡及修正後の数値を記載しております。

３．過年度決算に関し、会計上の誤謬が判明したため、第３期（平成28年６月期）の数値

については、当該誤謬の訂正後の数値を記載しております。

－ 6 －

財産及び損益の状況の推移
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 な 事 業 内 容

ト ラ ス ト パ ー ク 株 式 会 社 421,352千円 100％ 駐車場事業

トラスト不動産開発株式会社 50,000千円 100％ 不動産事業

トラストパトロール株式会社 30,000千円 100％ 総合警備業

トラストメディカルサポート株式会社 40,000千円 100％ メディカルサービス事業

トラストビジョン株式会社 12,000千円 100％ 広告事業

トラストアセットパートナーズ株式会社 100,000千円 100％ 不動産特定共同事業商品販売

株式会社ジーエートラスト 10,000千円 100％ シェアードサービス事業

株 式 会 社 Ｒ Ｖ ト ラ ス ト 25,000千円 100％ ＲＶ車の製造及び販売等

トラストバイオ株式会社 15,000千円 100％ 各種研究・開発等

トラストホームエナジー株式会社 15,010千円 100％
太陽光発電システム及びオール電化
住宅設備機器の販売等

トラストネットワーク株式会社 10,000千円 100％ 水素水製造販売等

株 式 会 社 和 楽 10,000千円 100％ 温浴事業

（注）１．平成30年６月15日付で、トラスト不動産開発株式会社が保有する子会社（孫会社）ト

ラストネットワーク株式会社及び株式会社和楽の全株式を現物配当により取得し、当

社の直接子会社とする組織再編を実施いたしました。

２．その他、株式会社グランシップが子会社として存在しております。

３．事業年度末日における特定完全子会社の状況

・特定完全子会社の名称及び住所

トラストパーク株式会社　福岡市博多区博多駅南五丁目15番18号

・当事業年度末日における特定完全子会社の株式の帳簿価額　953,688千円

・当事業年度末日における当社の総資産額　4,239,015千円

－ 7 －

重要な親会社及び子会社の状況
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(7) 対処すべき課題

当社グループは、地域社会の幸福に貢献するという理念のもと、主力の駐

車場事業、不動産事業（新築マンション等の販売及び駐車場小口化商品の販

売）を中心にウォーター事業、アミューズメント事業、メディカルサービス

事業、ＲＶ事業の他、各種新規事業に取り組んでおります。

当社グループの継続的な成長を図るために、次に掲げる取り組みを強化し

てまいります。

①　駐車場の拡大

既存の各駐車場が最適な収益を確保するためには、認知度・稼働率を高

めることが重要であると考えます。今後も安定収益確保のための月極獲得

強化、料金設定の工夫、看板の改善、各種キャンペーン等をタイムリーに

行うと同時に、駐車場美化、メンテナンスの充実等を常に実践しユーザー

の信頼を高めることで、各駐車場の持てるポテンシャルを最大限に引き出

し収益の向上に努めてまいります。

新規駐車場の開発は、当社グループの将来の収益基盤になるということ

のみならず、慢性的な駐車場不足という社会問題の解決に貢献するという

観点からも、当社グループにとって最重要課題の一つと考えております。

そのために、情報収集力・提案能力等の更なる強化を図るとともに、駐

車場の運営力・サービス力を高めることにより土地建物・駐車場オーナー

等の信頼の維持向上に引き続き努めてまいります。

②　不動産（新築マンション）の販売強化

新築マンション販売につきましては、建物の安全性を最優先事項と認識

した上で、建設資材の値上がり、熟練工を中心とした建設労働者不足によ

る労務費の上昇等を要因とした建築費の上昇に対応するため、エリアの需

給動向を的確に見極め、顧客の多様化、高度化する価値観・ニーズに対応

できるマンション開発を行ってまいります。また、マンションの販売に当

たっては販売代理会社と連携し、開発したマンションの早期完売を目指す

べく営業活動を行ってまいります。

③　駐車場小口化商品の販売強化

駐車場小口化商品「トラストパートナーズ」販売部門につきましては、

収益力のある駐車場用地等の仕入れを継続的に行い、セミナー開催、効果

－ 8 －

対処すべき課題
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的な広告宣伝活動、既存組合員様の追加購入・顧客紹介等により販売の拡

大を図ってまいります。

この部門を一層強化することにより、当社グループの主力である駐車場

事業及び不動産事業の業績拡大にもつなげてまいります。

④　その他新規事業の収益力向上

当社グループでは近年、収益力拡大のため、ウォーター事業、アミュー

ズメント事業、メディカルサービス事業、ＲＶ事業等の新規事業に取り組

んでまいりました。

ウォーター事業につきましては水素水関連商品の定期顧客数の拡大、ア

ミューズメント事業につきましては温浴施設等への来館者数の増加、メデ

ィカルサービス事業につきましては医療機関との関係強化、ＲＶ事業につ

きましてはＲＶ車の販売強化・製造コスト低減等を実現することにより、

これらの各事業を早期に軌道に乗せ、将来のグループの収益力の柱となる

べき事業へと成長させてまいります。

当社グループは、これらの営業課題に取り組むに当たり、今後も優秀な人

材の確保・育成を行い、社員の定着化・教育の充実を引き続き図ってまいり

ます。また、企業倫理の徹底とコンプライアンス経営の確立になお一層努力

してまいります。

－ 9 －
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(8) 主要な事業内容（平成30年６月30日現在）

当社グループは、当社及び連結子会社13社で構成されており、駐車場事業、

不動産事業、ウォーター事業、アミューズメント事業、メディカルサービス

事業、ＲＶ事業、その他事業を行っております。

各事業の内容は次のとおりであります。

＜駐車場事業＞

当社グループの主力事業である駐車場事業は、「遊休地の有効利用」と「既

存駐車場の活性化」を事業コンセプトに、遊休地を駐車場として有効活用し、

又は低収益に悩む駐車場を運営面、収益面においてサポートし改善すること

で、都市基盤として開発又は活性化させ、社会的に有効活用することを目的

とし、事業展開しております。

＜不動産事業＞

トラスト不動産開発株式会社にて行うマンション販売は、「人へ、街へ、

次世代へ末永く愛されるマンション」をコンセプトに、ファミリーマンショ

ンの分譲事業を中心とした住宅の企画、開発、販売業務等を行っております。

　また、トラストパーク株式会社及びトラストアセットパートナーズ株式会

社にて、不動産特定共同事業法に基づく駐車場小口化商品「トラストパート

ナーズ」の販売を行っております。

＜ウォーター事業＞

　トラストネットワーク株式会社にて行うウォーター事業は、「健康的な明

るい未来をサポートする」をコンセプトに、信頼のおける高濃度水素水の製

造・販売等を行っております。

＜アミューズメント事業＞

　株式会社和楽及びトラスト不動産開発株式会社にて行うアミューズメント

事業は、温浴施設「那珂川清滝（福岡県筑紫郡那珂川町）」、「和楽の湯　

下関せいりゅう（山口県下関市）」及びゴルフ練習場「カスタネット倶楽部

水巻（福岡県遠賀郡水巻町）」の運営を行っており、お客様の健康を支援す

るべく人々が和み楽しむ空間を提供しております。

－ 10 －

主要な事業内容
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＜メディカルサービス事業＞

　トラストメディカルサポート株式会社にて行うメディカルサービス事業は、

医療機関等への不動産賃貸、貸金業務及び各種コンサルティング業務を行っ

ており、安全・安心な「医療設備」を提供しております。

＜ＲＶ事業＞

　株式会社ＲＶトラストにて行うＲＶ事業は、ＲＶ車等の開発、生産、販売、

レンタルを行っております。

＜その他事業＞

トラストビジョン株式会社においては、大型ビジョンの運営、テレビ番組

の運営及び広告事業を行っております。トラストパトロール株式会社におい

ては、駐車場事業に付随して発生する機械警備及びイベント・商業施設の常

駐警備等の警備事業を行っております。トラストホームエナジー株式会社に

おいては、太陽光発電及びオール電化等の販売業務を行っております。

(9) 主要な事業所（平成30年６月30日現在）

　①　当社

本　社　福岡市博多区

　②　子会社等

トラストパーク株式会社 　（本社：福岡市博多区）

トラスト不動産開発株式会社 　（本社：福岡市博多区）

株式会社グランシップ 　（本社：福岡市博多区）

トラストパトロール株式会社 　（本社：福岡市博多区）

トラストメディカルサポート株式会社 　（本社：福岡市博多区）

トラストビジョン株式会社 　（本社：福岡市博多区）

トラストアセットパートナーズ株式会社　（本社：福岡市博多区）

株式会社ジーエートラスト 　（本社：福岡市博多区）

株式会社ＲＶトラスト 　（本社：福岡市博多区）

トラストバイオ株式会社 　（本社：福岡市博多区）

トラストホームエナジー株式会社

トラストネットワーク株式会社

株式会社和楽

　（本社：福岡市博多区）

　（本社：福岡市博多区）

　（本社：福岡市博多区）

－ 11 －
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(10) 使用人の状況（平成30年６月30日現在）

　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

駐 車 場 事 業 121 ( 389)名 ＋5 (＋40)名

不 動 産 事 業 16 (   2)名 △1 ( ＋1)名

ウ ォ ー タ ー 事 業 5 (   -)名 - (   -)名

ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 事 業 19 (  47)名 △14 ( △2)名

メ デ ィ カ ル サ ー ビ ス 事 業 2 (   -)名 - (   -)名

Ｒ Ｖ 事 業 32 (   2)名 △1 ( △2)名

そ の 他 事 業 19 (  41)名 △14 ( △3)名

全 　 社 ( 共 通 ) 26 (   2)名 ＋3 ( ＋1)名

合　　計 240 ( 483)名 △22 (＋35)名

（注）１．使用人数は就業員数であり、嘱託社員及び臨時従業員（パート及びアルバイト）

は（　）内に年間の平均人員（月間170時間換算）を外数で記載しております。

２．上記使用人数には、当社グループ外への出向者８名を含んでおりません。

３．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理

部門に所属しているものであります。

(11) 主要な借入先の状況（平成30年６月30日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 3,061,085千円

株 式 会 社 福 岡 銀 行 2,151,161千円

株 式 会 社 親 和 銀 行 881,250千円

株 式 会 社 佐 賀 銀 行 722,890千円

(注)当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しており、そ

の借入極度額合計は34億円であります。なお、当該契約に基づく当連結会計年度末の借

入実行残高は27億円であります。

－ 12 －
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(12) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

２．株式の状況（平成30年６月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 15,000,000株

(2) 発行済株式の総数 5,204,500株（自己株式85株を含む）

(3) 単元株式数 100株

(4) 株主数 2,438名

(5) 大株主（上位10名）

株 主 名 持　株　数（株） 持 株 比 率（％）

株 式 会 社 渡 神 1,601,900 30.78

渡 邉 靖 司 516,000 9.91

ト ラ ス ト パ ー ク 株 式 会 社 225,000 4.32

安 井 利 男 195,500 3.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（株式付与ＥＳＯＰ信託口・75551口）

186,600 3.59

株 式 会 社 テ ィ ー ケ ー ピ ー 124,500 2.39

山 中 孝 一 90,000 1.73

み ず ほ 証 券 株 式 会 社 69,700 1.34

トラストホールディングス従業員持株会 64,700 1.24

株 式 会 社 竹 田 商 会 63,000 1.21

（注）１．持株比率は自己株式（85株）を控除して計算しております。

２．相互保有株主であるトラストパーク株式会社が所有する当社株式225,000株は自己株

式として控除しておりません。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口・75551口）が所有

する当社株式186,600株は自己株式として控除しておりません。

－ 13 －
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付さ

れた新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状

況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 14 －
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（平成30年６月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 渡 邉 靖 司

トラストパーク㈱ 代表取締役
トラスト不動産開発㈱ 代表取締役
㈱グランシップ 代表取締役
トラストパトロール㈱ 代表取締役
トラストメディカルサポート㈱ 代表取締役
トラストビジョン㈱ 代表取締役
トラストアセットパートナーズ㈱ 代表取締役
㈱ジーエートラスト 代表取締役
㈱ＲＶトラスト 代表取締役
トラストバイオ㈱ 代表取締役
トラストホームエナジー㈱ 代表取締役
トラストネットワーク㈱ 代表取締役
㈱和楽 代表取締役

代表取締役社長 喜久田　匡　宏

トラスト不動産開発㈱ 取締役
トラストメディカルサポート㈱ 取締役
トラストビジョン㈱ 取締役
㈱ＲＶトラスト 取締役
トラストバイオ㈱ 取締役
トラストホームエナジー㈱ 取締役
トラストネットワーク㈱ 取締役
㈱和楽 取締役

専 務 取 締 役 矢羽田　　　弘

トラスト不動産開発㈱ 取締役
トラストメディカルサポート㈱ 取締役
トラストビジョン㈱ 取締役
㈱ジーエートラスト 代表取締役
㈱ＲＶトラスト 取締役
トラストバイオ㈱ 取締役
トラストホームエナジー㈱ 取締役
トラストネットワーク㈱ 取締役
㈱和楽 取締役

取 締 役 木 下 敏 之

常 勤 監 査 役 市 原 一 也

監 査 役 江 口 秀 人 監査法人有明代表社員　公認会計士

監 査 役 梁 井 純 輔

（注）１．監査役市原一也氏は、その他子会社11社の監査役を兼職しております。

２．監査役江口秀人氏は、その他子会社１社の監査役を兼職しております。

３．取締役木下敏之氏は、社外取締役であります。

４．監査役市原一也氏、江口秀人氏及び梁井純輔氏は、社外監査役であります。

５．監査役江口秀人氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

６．当社は、監査役市原一也氏を東京証券取引所及び福岡証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、両取引所に届け出ております。

－ 15 －
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責

任限度額としております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

４名

（１名）

97,200千円

（2,400千円）

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名

（３名）

7,200千円

（7,200千円）

合 計

（ う ち 社 外 役 員 ）

７名

（４名）

104,400千円

（9,600千円）

（注）平成26年９月25日開催の定時株主総会において、取締役の報酬額を年額300,000千円以内

（但し、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬額を年額20,000千円以内とそれぞれ

決議いただいております。

(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

監査役江口秀人氏は、監査法人有明の代表社員であります。当社と監査

法人有明との間には特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 木 下 敏 之
当事業年度に開催された取締役会19回のうち11回に出席し、
適宜必要な指摘・意見を述べております。

監 査 役 市 原 一 也
当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回、監査役会
14回のうち14回に出席し、監査役としての経験と見識から適
宜発言を行っております。

監 査 役 江 口 秀 人
当事業年度に開催された取締役会19回のうち13回、監査役会
14回のうち14回に出席し、主に公認会計士としての専門的見
地からの発言を行っております。

監 査 役 梁 井 純 輔
当事業年度に開催された取締役会19回のうち14回、監査役会
14回のうち14回に出席し、監査役としての経験と見識から適
宜発言を行っております。

－ 16 －
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５．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

三優監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,400千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,400千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務執行状況、報酬見積りの算定根拠等

について検討した結果、適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額につい

て同意しております。

(3) 非監査業務の内容

　　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人三優監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約

に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限

度額としております。

－ 17 －

会計監査人に関する事項
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社グループは、「仕事を通じて、全従業員の人間性を高め、物心両面の幸

福を追求すると同時に、地域社会の幸福に貢献する。」という企業理念を掲げ、

全取締役及び従業員が職務遂行にあたっての基本方針としている。そして、永

続的な発展を遂げていくために、より一層適切な内部統制システムを整備し、

企業理念の具体化を図る。

(1) 取締役及び従業員の職務執行が法令、定款に適合することを確保するため

の体制

①　当社行動規範やコンプライアンスマニュアルを通じて、企業倫理の確立

や法令、定款及び社内諸規程の遵守を確保し、かつ、継続的な情報発信

を通じてその周知を図る。

②　代表取締役を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員会」を設置

し、全社的なコンプライアンス体制の整備、問題点の把握に努める。

③　内部監査室にて、内部監査規程に基づき内部監査を実施し、全ての業務

が法令、定款、社内諸規程に適合しているかを公正に監査する。

④　監査役は取締役の職務の執行が法令、定款に適合しているか、コンプラ

イアンス体制が適正に運営されているかを監視・監督する。

⑤　法令違反等を未然に防止し、会社の自浄機能を働かせることを目的に、

内部通報制度を制定し、当社内の通報窓口のほか外部の弁護士事務所に

も通報窓口を設置し、運用する。なお、会社は通報者に対して不利益な

取扱いを行わない。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

「文書管理規程」に基づき、取締役会をはじめとする重要会議の意思決定

に係る記録や、取締役の職務執行に係る情報を保存し、必要に応じ閲覧で

きる状態とする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　管理部がリスク管理を統括する部門として、リスク管理規程に基づき、

各種のリスクについての評価・分析を実施し、必要に応じて顧問弁護士

等に照会し、取締役会において審議を行うものとする。

②　不測の事態が発生した場合には、代表取締役を本部長とする対策本部を

設置し、顧問弁護士等を含めて迅速な対応を行い、損害の拡大を防止す

る体制を整える。

－ 18 －
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、

重要事項の決定を迅速に行うとともに、取締役の業務執行状況を監督す

る。

②　社内の指揮・命令系統の明確化及び責任体制の確立を図るため、業務分

掌及び職務権限に関する諸規程を制定する。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①　当社のコンプライアンス体制、リスク管理体制をグループ会社全体に適

用するものとし、「関係会社管理規程」に基づき、子会社への指導を行

う。

②　当社の内部監査室は、定期的に子会社の内部監査を実施する。

③　子会社は監査役に対し、リスク情報を含めた業務執行状況の報告を行う。

④　子会社には、必要に応じて当社から取締役及び監査役を派遣し、グルー

プ全体のガバナンス強化を図り、経営のモニタリングを行う。

⑤　当社グループ共通の行動規範及びコンプライアンスマニュアルを制定し、

法令遵守の意識の醸成を図る。

(6) 監査役の職務を補助すべき従業員及び当該従業員の当社の取締役からの独

立性に関する事項

監査役が、その職務を補助する従業員を求めた場合には、監査役を補助

する従業員を置き、当該従業員は、当該業務を遂行する際には、取締役か

らの指揮命令は受けず、独立して業務を行うものとする。なお、当該従業

員の人事に関する事項については、監査役との協議により定めるものとす

る。

(7) 取締役及び従業員が監査役に報告するための体制

①　監査役は、取締役会のほか重要な会議に出席するほか、取締役及び従業

員に対し業務執行状況等の報告を求めることができるものとする。また、

取締役及び従業員は、リスク管理上の重要な情報、法令等により報告が

必要な情報等については、監査役に対し速やかに報告を行うものとする。

②　前項の報告をした取締役及び従業員に対し、当該報告をしたことを理由

として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨周知する。
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(8) 監査役の職務執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他

の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関す

る事項

監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請

求をした場合には、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の

執行に必要ではないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債

務を負担する。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役会は定期的に代表取締役と意見交換を行うものとする。

②　監査役と会計監査人が相互に連携して、効率的な監査ができる体制を確

保する。

(10) 反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

①　反社会的勢力の排除については、基本的な考え方を「トラストグループ

行動規範」に明記し、反社会的勢力及び団体に対しては、毅然たる態度

で臨み、一切の関係を遮断するという強い意志のもと、全取締役及び従

業員が業務の遂行にあたる。

②　社内に反社会的勢力に対する対応統括部署を設け、警察等関連機関との

連携を図るものとする。

(11) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　月１回の定時取締役会を含め19回の取締役会を開催して経営の重要事項

を決定し、取締役の職務執行の適法性を確保しました。

②　監査役は、監査役会で定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、取

締役会等の重要な会議に出席して取締役の職務執行状況を監査しました。

また、監査役会を14回開催するとともに、代表取締役や内部監査室、会

計監査人との意見交換を行い、監査の実効性を確保しました。

③　内部監査室は、内部監査計画に基づき各部門の業務監査及び内部統制監

査を実施し、内部統制システム全般についての整備運用状況の評価を行

いました。

④　コンプライアンスについては、コンプライアンスマニュアルにより、全

役職員に対してその重要性につき周知徹底を図るとともに、内部通報窓

口を設けて法令違反等の未然防止に努めました。

本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。

また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

営 業 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

長 期 貸 付 金

敷 金 及 び 保 証 金

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,226,209

2,075,535

238,136

614,445

1,593,291

60,829

112,787

94,972

67,270

856,584

598,303

△ 85,947

5,201,942

4,099,087

2,277,774

114,527

1,087,934

456,216

32,999

129,634

285,728

225,387

60,340

817,127

84,074

53,140

17,048

441,666

192,332

111,808

△ 82,944

（負 債  の  部）

流 動 負 債 5,428,783

買 掛 金 476,136

短 期 借 入 金 2,700,000

１年内返済予定の長期借入金 979,293

リ ー ス 債 務 169,140

未 払 法 人 税 等 101,370

前 受 金 255,364

ポ イ ン ト 引 当 金 19,373

返 品 調 整 引 当 金 184

受 注 損 失 引 当 金 331

資 産 除 去 債 務 4,436

そ の 他 723,152

固 定 負 債 5,360,269

長 期 借 入 金 4,598,453

リ ー ス 債 務 367,950

退職給付に係る負債 53,286

株 式 給 付 引 当 金 10,405

資 産 除 去 債 務 102,359

そ の 他 227,814

負 債 合 計 10,789,052

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 641,924

資 本 金 422,996

資 本 剰 余 金 224,086

利 益 剰 余 金 196,381

自 己 株 式 △ 201,541

その他の包括利益累計額 △ 2,824

その他有価証券評価差額金 △ 2,824

純 資 産 合 計 639,099

資 産 合 計 11,428,151 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,428,151

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 14,998,889

売 上 原 価 11,880,270

売 上 総 利 益 3,118,619

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,408,672

営 業 利 益 709,947

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,790

受 取 配 当 金 148

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,425

受 取 保 険 金 7,804

債 務 免 除 益 4,945

そ の 他 13,055 31,170

営 業 外 費 用

支 払 利 息 148,722

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 58,946

そ の 他 26,693 234,361

経 常 利 益 506,755

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,568

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 13,467 15,036

特 別 損 失

減 損 損 失 135,838

退 店 違 約 金 等 12,936

た な 卸 資 産 処 分 損 37,721

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,352 193,848

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 327,943

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 208,170

法 人 税 等 調 整 額 7,563 215,734

当 期 純 利 益 112,208

親会社株主に帰属する当期純利益 112,208

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本

合 計

当連結会計年度期首残高 422,996 224,086 165,835 △ 203,078 609,840

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 81,662 △ 81,662

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
112,208 112,208

自 己 株 式 の 処 分 1,536 1,536

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当連結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － － 30,546 1,536 32,083

当連結会計年度末残高 422,996 224,086 196,381 △ 201,541 641,924

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産

合 計
そ の 他 有

価 証 券 評

価 差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

その他の包

括利益累計

額 合 計

当連結会計年度期首残高 △ 69 △ 2,915 △ 2,985 606,855

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 81,662

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
112,208

自 己 株 式 の 処 分 1,536

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当連結会計年度変動額（純額）
△ 2,755 2,915 160 160

当連結会計年度変動額合計 △ 2,755 2,915 160 32,243

当連結会計年度末残高 △ 2,824 － △ 2,824 639,099

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

ⅰ．連結子会社の数　　　　　　13社

ⅱ．主要な連結子会社の名称　　トラストパーク株式会社

トラスト不動産開発株式会社

株式会社グランシップ

トラストパトロール株式会社

トラストメディカルサポート株式会社

トラストビジョン株式会社

トラストアセットパートナーズ株式会社

株式会社ジーエートラスト

株式会社ＲＶトラスト

トラストバイオ株式会社

トラストホームエナジー株式会社

トラストネットワーク株式会社

株式会社和楽

Ｔ＆ＬＩＦＥ　ＣＯ．，ＬＴＤ．は、当連結会計年度にお

いて清算したため、連結の範囲から除外しております。

② 非連結子会社の状況

該当事項はありません。

③ 開示対象特別目的会社

開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会社を利用した取引の概要及び開示対象

特別目的会社との取引金額等については、「６．開示対象特別目的会社に関する注記」に

記載しております。

（2）持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

－ 24 －
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（4）会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

ⅰ．有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ⅱ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・販売用不動産　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

なお、保有する販売用不動産のうち販売するまでに賃貸用

に供したものについては有形固定資産に準じて減価償却し

ております。

・仕掛販売用不動産　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

・商品及び製品　　　　　　　 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって

おります。

・仕掛品　　　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

・原材料及び貯蔵品　　　　　 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお

ります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ⅰ．有形固定資産

（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）は定額法、それ以外は主とし

て定率法によっております。

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物は定額法によっております。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産

については、３年の均等償却によっております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　　２～45年

　機械装置及び運搬具　　　２～17年

　その他（工具器具備品）　２～20年

－ 25 －
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ⅱ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。

のれんの償却については、その投資効果の発現する期間を

個別に見積り、20年以内の合理的な年数（５～12年）で定

額法により償却しております。

ⅲ．リース資産　　　　　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

ⅰ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

ⅱ．ポイント引当金　　　　　　ポイントカードの使用により付与されたポイントの将来の

使用に備えるため、当連結会計年度末における未使用ポイ

ント残高に対する将来の費用負担見込額を計上しておりま

す。

ⅲ．返品調整引当金　　　　　　当連結会計年度末後に予想される売上返品による損失に備

えるため、過去の返品率等を勘案し、将来の返品に伴う損

失予想額を計上しております。

ⅳ．受注損失引当金　　　　　　受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度

末における受注案件のうち、損失の発生が見込まれ、かつ

その金額を合理的に見積ることができるものについて、そ

の損失見込額を計上しております。

ⅴ．株式給付引当金　　　　　　株式付与規程に基づく当社グループの従業員への当社株式

の交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付

債務の見込額に基づき計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項

ⅰ．消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。

なお、控除対象外消費税等は発生した連結会計年度の費用

として処理しております。

ⅱ．退職給付に係る負債　　　　当社及び連結子会社は退職給付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ⅲ．連結納税制度の適用　　　　連結納税制度を適用しております。
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（5）会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

（6）表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において区分掲記しておりました、営業外収益の「還付消費税等」、「受

取賠償金」、「解約手付金収入」は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「そ

の他」に含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれる「還付消費税等」は７千円、

「受取賠償金」は877千円、「解約手付金収入」は559千円であります。

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険

金」は、重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険金」は3,176千円で

あります。
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２．連結貸借対照表に関する注記

（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産 定 期 預 金 25,114千円

仕掛販売用不動産 958,995千円

建物及び構築物 1,957,404千円

土 地 964,610千円

計 3,906,125千円

② 担保に係る債務 1年内返済予定の長期借入金 860,901千円

長 期 借 入 金 3,806,759千円

計 4,667,660千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 1,949,589千円

（3）保証債務

当社は、次の法人について下記内容の債務保証を行っております。

（単位：千円）

会 社 名 内 容 金 額

(医)信和会
金融機関からの借入金 53,395

リース契約（未経過リース料） 106,187

－ 28 －
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 5,204,500株 －株 －株 5,204,500株

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 416,485株 －株 4,800株 411,685株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の減少は従業員退職により、株式付与ＥＳＯＰ信託口か

ら従業員への株式交付によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式（当

連結会計年度期首191,400株、当連結会計年度末186,600株）が含まれております。

（3）剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配 当 額
基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年９月28日

定時株主総会

（注）１．

普 通 株 式 40,831千円 8.2円 平成29年６月30日 平成29年９月29日

平成30年２月９日

取 締 役 会

（注）２．

普 通 株 式 40,831千円 8.2円 平成29年12月31日 平成30年２月28日

（注）１．平成29年９月28日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信

託口が保有する株式に対する配当金1,569千円を含めております。

２．平成30年２月９日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口

が保有する株式に対する配当金1,557千円を含めております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

平成30年９月26日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

株 式 の 種 類 配当金の総額 配当金の原資
１ 株 当 た り
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

普 通 株 式 40,831千円 利 益 剰 余 金 8.2円 平成30年６月30日 平成30年９月27日

（注）定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する株式に

対する配当金1,530千円を含めております。
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４．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、資金調達に

ついては主に銀行借入により調達しております。また、デリバティブ取引については行って

おらず、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにそのリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金並びに営業貸付金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。当該リスクについては、顧客の信用状況を定期的に把握するとともに、債権残高を

随時把握することを通じてリスクの軽減を図っております。

投資有価証券は、主に株式、債券であります。これらは、金利変動リスク及び市場価格変

動リスクに晒されております。当該リスクについては、定期的に時価を把握することで、リ

スクの軽減を図っております。

敷金及び保証金は、主に当社グループの駐車場事業に係る事業所の賃貸借契約に係るもの

であり、取引先企業等の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、管理部門

が主要な取引先の状況を適宜にモニタリングし、リスクの軽減を図っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

借入金の使途は、運転資金（主として短期借入金）及び設備投資資金（長期借入金）であ

ります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。また、当該資金調達に係

る流動性リスクに関しては、管理部門が定期的に資金計画を作成・更新するとともに、手元

流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

ファイナンス・リースに係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的とした

リース契約によるものであり、全契約とも固定金利による契約であります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項

平成30年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません（(注)２．参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 2,075,535 2,075,535 －

(2)受取手形及び売掛金 238,136

貸倒引当金（*1） △6,257

231,879 231,879 －

(3)営業貸付金 856,584

貸倒引当金（*2） △79,690

776,894 768,278 △8,615

(4)投資有価証券 77,106 77,106 －

(5)敷金及び保証金 441,666 428,500 △13,165

資産計 3,603,082 3,581,300 △21,781

(1)買掛金 476,136 476,136 －

(2)短期借入金 2,700,000 2,700,000 －

(3)長期借入金（*3） 5,577,746 5,640,757 63,011

(4)リース債務（*4） 537,091 535,719 △1,371

負債計 9,290,974 9,352,613 61,639

（＊1）受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

（＊2）営業貸付金に計上している貸倒引当金を控除しております。

（＊3）１年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。

（＊4）流動負債及び固定負債に計上されているリース債務の合計であります。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
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(3)営業貸付金

営業貸付金の時価の算定については、元利金の合計額を同様に新規貸付けを行った場合

に想定される利率で割り引いて算定しております。

(4)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は金

融機関等から提示された価格によっております。

(5)敷金及び保証金

これらの時価は、将来キャッシュ･フローを期末から返還までの見積り期間に基づき、

国債の利回りに信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

負　債

(1)買掛金、(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3)長期借入金、(4)リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入又は新規リース取引を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 6,967

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、｢(4)投資有価証券｣には含めておりません。

－ 32 －
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５．賃貸等不動産に関する注記

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

一部の連結子会社では、福岡県その他の地域において、賃貸駐車場等を有しております。当

連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は57,723千円（賃貸収益は主に売上

高に、賃貸費用は主に売上原価に計上）であります。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,226,052 △381,306 1,844,745 1,681,289

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は老健施設の設備工事34,287千円であり、

主な減少額は駐車場用地の販売用不動産への用途変更327,205千円並びに減価償却費

88,404千円であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に

基づく金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）によっております。
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６．開示対象特別目的会社に関する注記

（1）開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

当社グループは、不動産特定共同事業法に基づく不動産共同所有投資商品として「トラスト

パートナーズ」を提供しております。「トラストパートナーズ」は、投資家が不動産特定共同

事業法に基づき任意組合契約を締結し、この任意組合が駐車場等の対象不動産を取得してその

賃貸収益等を投資家に分配するものです。

任意組合では、トラストパーク株式会社またはトラストアセットパートナーズ株式会社が業

務執行組合員（理事長）として任意組合契約に従って管理等を行い、この業務執行の対価とし

て理事長報酬を得ております。

また、トラストパーク株式会社またはトラストアセットパートナーズ株式会社は、マスター

リース会社として任意組合とマスターリース契約を締結し、任意組合から駐車場等の対象不動

産を一括して借上げ、時間貸駐車場等を運営しております。

当連結会計年度末において組成が完了している任意組合は９組合であり、取引残高のある特

別目的会社は以下のとおりです。

（単位：千円）

当連結会計年度

特別目的会社数 ９組合

直近の決算日における資産総額（単純合算） 6,544,083

負債総額（単純合算） 732,449

（2）不動産特定共同事業法に基づく任意組合との取引金額等

（単位：千円）

取引内容 勘定科目 金　　額

不動産譲渡高 売上 827,544

理事長報酬の受取 売上 18,668

地代の支払 売上原価 265,989

７．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 133円34銭

（2）１株当たり当期純利益 23円42銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 34 －

連結注記表



2018/08/29 10:07:01 / 18407198_トラストホールディングス株式会社_招集通知

９．その他の注記

減損損失に関する注記

当社グループは、駐車場事業及びアミューズメント事業は各店舗単位、不動産事業は個々

の物件単位、その他事業は事業部門単位で資産のグルーピングを行っており、主に収益性が

著しく低下した資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（135,838千円）として特別損失に計上しております。

－ 35 －
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貸　借　対　照　表
（平成30年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,553,750

554,430

17,470

911,936

2,466

110,998

△ 43,551

2,685,265

113,885

2,306

13,324

23,134

34,148

18,420

22,551

1,251

1,251

2,570,128

68,427

1,243,688

1,000

1,903,808

1,795

14,349

△ 662,939

（負 債  の  部）

流 動 負 債 2,963,707

短 期 借 入 金 2,889,489

1年内返済予定の長期借入金 17,484

リ ー ス 債 務 6,654

未 払 金 18,245

未 払 費 用 3,608

未 払 法 人 税 等 5,094

預 り 金 19,037

そ の 他 4,093

固 定 負 債 72,960

長 期 借 入 金 51,354

リ ー ス 債 務 13,854

退 職 給 付 引 当 金 3,396

株 式 給 付 引 当 金 704

そ の 他 3,651

負 債 合 計 3,036,667

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,203,595

資 本 金 422,996

資 本 剰 余 金 547,251

資 本 準 備 金 109,435

その他資本剰余金 437,815

利 益 剰 余 金 293,138

その他利益剰余金 293,138

繰越利益剰余金 293,138

自 己 株 式 △ 59,791

評価・換算差額等 △ 1,247

その他有価証券評価差額金 △ 1,247

純 資 産 合 計 1,202,347

資 産 合 計 4,239,015 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,239,015

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 926,202

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 351,652

営 業 利 益 574,550

営 業 外 収 益

受 取 利 息 22,716

そ の 他 1,620 24,337

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,755

そ の 他 0 12,755

経 常 利 益 586,131

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 412,651 412,651

税 引 前 当 期 純 利 益 173,480

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,342

法 人 税 等 調 整 額 △ 663 14,679

当 期 純 利 益 158,800

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 37 －
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株主資本等変動計算書

(平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合　　計
資 本

準 備 金

その他資

本剰余金

資本剰余

金 合 計

その他利

益剰余金 利益剰余

金 合 計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 422,996 109,435 437,815 547,251 219,690 219,690 △ 61,328 1,128,610

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 85,352 △ 85,352 △ 85,352

当 期 純 利 益 158,800 158,800 158,800

自 己 株 式 の 処 分 1,536 1,536

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 73,448 73,448 1,536 74,985

当 期 末 残 高 422,996 109,435 437,815 547,251 293,138 293,138 △ 59,791 1,203,595

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △ 688 △ 688 1,127,921

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 85,352

当 期 純 利 益 158,800

自 己 株 式 の 処 分 1,536

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△ 558 △ 558 △ 558

当 期 変 動 額 合 計 △ 558 △ 558 74,426

当 期 末 残 高 △ 1,247 △ 1,247 1,202,347

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　　 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）は定額法、それ以外は主とし

て定率法によっております。

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備は

定額法によっております。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産

については、３年間均等償却によっております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　４～15年

車両運搬具　　　　　　　６年

工具、器具及び備品　４～８年

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

② 退職給付引当金　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。

－ 39 －
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③ 株式給付引当金　　　　　　　 株式付与規程に基づく当社従業員への当社株式の交付に備

えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に

基づき計上しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理　　　　　 税抜方式によっております。

なお、控除対象外消費税等は発生した事業年度の費用とし

て処理しております。

② 連結納税制度の適用　　　　　 連結納税制度を適用しております。

（5）会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

２．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 27,514千円

（2）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 915,597千円

長期金銭債権

短期金銭債務

1,903,808千円

207,339千円

（3）当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 3,400,000千円

借入実行残高 2,700,000千円

差引残高 700,000千円

－ 40 －
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（4）保証債務

当社は、次の法人について下記の内容の債務保証を行っております。

（単位：千円）

会 社 名 内 容 金 額

トラスト不動産開発㈱ 金融機関からの借入金 947,425

トラストパトロール㈱ リース契約（未経過リース料） 6,874

トラストメディカルサポート㈱
金融機関からの借入金 2,030,556

リース契約（未経過リース料） 9,117

㈱ＲＶトラスト 金融機関からの借入金 64,300

トラストネットワーク㈱
金融機関からの借入金 49,146

リース契約（未経過リース料） 116,742

㈱和楽
金融機関からの借入金

リース契約（未経過リース料）

507,500

21,440

(医)信和会
金融機関からの借入金 53,395

リース契約（未経過リース料） 106,187

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

経営指導料

受取配当金

346,200千円

580,002千円

営業取引以外の取引額

受取利息

支払利息

22,714千円

37千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 191,485株 －株 4,800株 186,685株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の減少は従業員退職により、株式付与ＥＳＯＰ信託口か

ら従業員への株式交付によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式（当

事業年度期首191,400株、当事業年度末186,600株）が含まれております。
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

現物配当に伴う関係会社株式簿価調整額 24,368千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 215,197千円

関係会社株式評価損 41,710千円

減損損失 11,075千円

未払賞与損金不算入額 1,013千円

退職給付引当金 1,034千円

その他 2,213千円

繰延税金資産小計 296,612千円

評価性引当額 △292,350千円

繰延税金資産合計 4,261千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び事務機器等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

－ 42 －
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等 （単位：千円）

種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 等

の 所 有

(被所有)割合

関連当事者

と の 関 係
取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 トラストパーク㈱
所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

経 営 指 導 料 196,800 － －

資 金 の 貸 付 300,000 短 期 貸 付 金 275,000

資 金 の 回 収 25,000 － －

配当金の受取 300,002 － －

子会社
トラスト不動産開発

㈱

所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

債 務 保 証

配当金の受取 280,000 － －

資 金 の 貸 付 468,000 短 期 貸 付 金 405,000

資 金 の 回 収 825,000 長 期 貸 付 金 400,000

利 息 の 受 取 6,519 － －

銀 行 借 入 に

対 す る 保 証
947,425 － －

子会社
トラストパトロール

㈱

所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

債 務 保 証

－ － 短期貸付金 17,548

－ － 長期貸付金 32,000

－ － 貸 倒 引 当 金 49,548

子会社
トラストメディカル

サポート㈱

所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

債 務 保 証

資 金 の 貸 付 95,000 短期貸付金 45,726

資 金 の 回 収 64,000 長 期 貸 付 金 275,000

利 息 の 受 取 5,403 － －

銀 行 借 入 に

対 す る 保 証
2,030,556 － －

子会社
トラストアセットパ

ートナーズ㈱

所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

資 金 の 貸 付 141,900 短期貸付金 －

資 金 の 回 収 291,900 短期借入金 148,526

子会社 トラストビジョン㈱
所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

資 金 の 貸 付 15,497 短期貸付金 37,989

貸 倒 引 当 金

繰 入 額
10,215 貸倒引当金 15,965

子会社 ㈱ＲＶトラスト
所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

債 務 保 証

資 金 の 貸 付 220,000 長期貸付金 796,808

資 金 の 回 収 13,596 － －

利 息 の 受 取 6,072 － －

貸 倒 引 当 金

繰 入 額
149,459 貸倒引当金 356,699

銀 行 借 入 に

対 す る 保 証
64,300 － －

子会社
トラストホームエナ

ジー㈱

所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

資 金 の 貸 付 50,000 長期貸付金 50,000

貸 倒 引 当 金

繰 入 額
22,071 貸倒引当金 48,570
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種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 等

の 所 有

(被所有)割合

関連当事者

と の 関 係
取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社
トラストネットワー

ク㈱

所有

直接 100％

役務の提供

資金の援助

役員の兼任

債 務 保 証

資 金 の 貸 付 240,000 短期貸付金 106,432

資 金 の 回 収 30,000 長期貸付金 350,000

利 息 の 受 取 2,822 － －

貸 倒 引 当 金

繰 入 額
230,812 貸倒引当金 230,812

銀 行 借 入 に

対 す る 保 証
49,146 － －

リース契約に

対 す る 保 証
116,742 － －

子会社 ㈱和楽
所有

直接 100％

役務の提供

役員の兼任

債 務 保 証

銀 行 借 入 に

対 す る 保 証
507,500 － －

（注）上記取引金額並びに期末残高には消費税等を含んでおりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．経営指導料については、双方協議により合理的に決定しております。

２．当社は、グループの残余資金の効率的な資金運用を行うためＣＭＳ（キャッシュマネ

ジメントシステム）を導入しております。ＣＭＳによる資金の貸付及び借入について

は、随時変動するため取引金額には含めておりません。なお、金利については市場金

利を勘案して決定しております。

３．資金の貸付及び借入については、金融機関との利率を勘案して決定しております。な

お、担保は受け入れ及び差し入れはしておりません。

４．債務保証については、保証料の受領はありません。取引金額は期末時点での債務保証

残高を記載しており、消費税等が含まれております。

８．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 239円61銭

（2）１株当たり当期純利益 31円66銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 44 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年８月17日

トラストホールディングス株式会社

　取　締　役　会　　御　中

三 優 監 査 法 人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉　川　秀　嗣 

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大　神　　　匡 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、トラストホールディングス株式会社の平成

29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結

計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ

スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、トラストホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算

書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年８月17日

トラストホールディングス株式会社

　取　締　役　会　　御　中

三 優 監 査 法 人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉　川　秀　嗣 

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大　神　　　匡 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、トラストホールディングス株式会社

の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内

部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための

手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附

属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制

の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検

討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第５期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年８月21日

トラストホールディングス株式会社　監査役会

常勤監査役 （社外監査役） 市　原　一　也 

監　査　役 （社外監査役） 江　口　秀　人 

監　査　役 （社外監査役） 梁　井　純　輔 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

期末配当に関する事項

当期の期末配当につきましては、企業体質の強化及び事業成長のための内

部留保の充実と株主の皆様への利益還元を両立すべく、以下のとおりとさせ

ていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき8.2円、総額42,676,203円

なお、中間配当金として１株につき8.2円をお支払しておりますので、

年間配当金は１株につき16.4円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年９月27日

－ 48 －

剰余金処分議案
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　当社及び当社子会社の事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るため、現

行定款第２条（目的）につきまして事業目的を追加及び削除するとともに、号

文の新設及び削除に伴う号数の変更等を行うものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。
（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

（目的） （目的）
第２条　当会社は、次の事業を営む会社及

びこれに相当する業務を営む会社の
株式又は持分を保有することによ
り、当該会社の事業活動を支配・管
理することを目的とする。

 （1）駐車場の経営

 （2）駐車場の管理、運営の代行
 （3）駐車場の経営ノウハウの販売
 （4）駐車用機械設備及びその関連機器の

賃貸、斡旋、売買及び管理
 （5）駐車場の企画、設計、コンサルタン

ト業務
 （6）機械器具設置工事業
 （7）コンピューター・ソフトウェアの開

発、制作、販売、輸出入、賃貸、保
守、修理業

 （8）コンピューター・ハードウェア及び
周辺機器の開発、販売、輸出入、賃
貸、保守、修理業

 （9）特定労働者派遣事業
（10）前払式支払手段の発行に関する業務

（現行定款 13号を移設）

（現行定款 15号を移設）
（11）インターネットによる通信販売業

（ 新　　設 ）

（ 新　　設 ）

第２条　（現行どおり）

 （1）駐車場の経営、管理、運営、企画、
設計、コンサルティング業務

（ 削　　除 ）
（ 削　　除 ）

 （2）駐車用機械設備及びその関連機器の
賃貸、斡旋、売買及び管理

（ 削　　除 ）

 （3）機械器具設置工事業
 （4）コンピューター・ソフトウェアの開

発、制作、販売、輸出入、賃貸、保
守、修理業

（ 削　　除 ）

（ 削　　除 ）
 （5）前払式支払手段の発行に関する業務
 （6）不動産の販売、賃貸、斡旋、仲介及

び管理
 （7）不動産特定共同事業法に基づく事業
 （8）インターネットによる通信販売業
 （9）清涼飲料、化粧品、健康食品の製造

及び販売
（10）温浴施設、飲食店、ゴルフ練習場の

経営

－ 49 －
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現行定款 変更案

（現行定款 19号を移設）
（現行定款 22号を移設）

（ 新　　設 ）

（ 新　　設 ）
（12）広告代理業

（ 新　　設 ）
（13）不動産の販売、賃貸、斡旋、仲介及

び管理
（14）情報収集、情報処理、情報提供に関

するサービス
（15）不動産特定共同事業法に基づく事業
（16）自動車の有償貸し渡し業
（17）洗車サービス事業
（18）損害保険代理業及び生命保険の募集

に関する業務
（ 新　　設 ）

（19）総合警備保障業務
（20）各種施設の総合管理業務の請負及び

その保障
（21）各種警備の理論及び技術の研究、助

言、指導及び教育に関する業務の請
負

（22）監視カメラ及び監視用テレビ機器の
販売、賃貸、保守、管理

（23）防犯、救急に関する機器及びシステ
ム等の開発、製造、販売及び賃貸に
関する業務

（24）防犯、救急に関する調査、研究及び
予防計画の立案等に関する業務の請
負

（25）道路交通法に基づく放置車両の確認
及び標章の取り付けに関する事務並
びに放置違反金に関する事務の請負

（26）前各号に付帯する一切の事業

（11）総合警備保障業務
（12）監視カメラ及び監視用テレビ機器の

販売、賃貸、保守、管理
（13）医療機関、福祉施設等の経営コンサ

ルティング業務
（14）貸金業
（15）広告代理業
（16）キャンピングカーの製造及び販売

（変更案 6号へ移設）

（ 削　　除 ）

（変更案 7号へ移設）
（17）自動車の有償貸渡し業

（ 削　　除 ）
（18）損害保険代理業及び生命保険の募集

に関する業務
（19）エコロジー及び環境関連機器及び関

連商品の販売
（変更案 11号へ移設）
（ 削　　除 ）

（ 削　　除 ）

（変更案 12号へ移設）

（ 削　　除 ）

（ 削　　除 ）

（ 削　　除 ）

（20）前各号に付帯する一切の事業

2　当会社は前項各号の事業並びに以下
の事業及びこれに付帯又は関連する一
切の業務を営むことができる。

（1）～（2）（ 条文省略 ）

2　（現行どおり）

（1）～（2）（現行どおり）
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第３号議案　取締役１名選任の件

　経営体制の強化を図るため取締役を１名増員することとし、取締役１名の選

任をお願いするものであります。なお、新たに選任される取締役の任期は、当

社定款の定めにより、他の在任取締役の任期の満了する時までとなります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 数

きた

北
しま

嶋
 

 
しげ

重
はる

晴

（昭和42年７月５日生）

平成16年２月　㈱ピー・エム・トラスト（現、トラストパー

ク㈱） 入社　経営企画室長

平成25年７月　当社 経営企画室長

平成26年７月　当社 管理部長（現任）

㈱ジーエートラスト 取締役（現任）

平成27年３月　トラストメディカルサポート㈱ 取締役（現

任）

平成27年４月　㈱ＲＶトラスト 取締役（現任）

平成27年７月　トラストパトロール㈱ 取締役（現任）

6,812株

（注）候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 51 －
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監

査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 数

なか

中
むら

村
 

 
たか

尚
お

生

（昭和28年７月23日生）

昭和52年４月　㈱西日本相互銀行（現、㈱西日本シティ銀行）

入行

平成12年４月　㈱西銀経営情報サービス（現、㈱ＮＣＢリサ

ーチ＆コンサルティング）コンサルティング

部長

平成18年10月　越智産業㈱ 経営企画部次長

平成20年６月　同社 取締役財務グループ長

平成22年10月　ＯＣＨＩホールディングス㈱ 取締役財務部

長

平成26年12月　㈱九州リースサービス 総合企画部企業戦略

室長

平成29年11月　コンサルティング業個人事務所開業

（現在に至る）

－株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．補欠監査役候補者に関する特記事項

①　中村尚生氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

②　中村尚生氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、これまで培ってきた豊富なビ

ジネス経験や財務部門に関する豊富な経験・識見を有しており、当社の監査役体制

に反映していただくことを期待したためであります。

なお、中村尚生氏と当社とは、平成29年11月から顧問契約を締結しております。

③　中村尚生氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額としております。

以　上
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株主総会会場ご案内図

福岡市博多区下川端町３番２号
ホテルオークラ福岡　３階　「メイフェア」
TEL（092）262-1111

都市高速
天神北ランプ

中央郵便局

天神駅 明治通り

天神南駅

薬院駅

国体道路 祇園駅

JR鹿
児島本線

中洲川端駅

呉服町駅

昭和通り

博多リバ
レイン

都市高速
呉服町ランプ

地下鉄福岡空港駅

ホテルオークラ福岡

福
岡

市
役
所

西
鉄
福
岡

(

天
神)

駅

西
鉄
天
神
大
牟
田
線

七
隈
線

 

渡
辺
通
駅薬

院
駅

那
珂
川

博
多
川

博
多
座

大
博
通
り

博
多

駅

＜交通手段＞

JR博多駅から
地下鉄　　博多駅――中洲川端駅「姪浜方面行き」

(所要時間　約５分)
タクシー　所要時間　約10分

福岡空港から
地下鉄　　福岡空港駅――中洲川端駅「姪浜方面行き」

(所要時間　約10分)
タクシー　所要時間　約20分

西鉄福岡（天神）駅から
徒歩　　　約15分

地図




